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独立行政法人国立高等専門学校機構学納金収納代行業務受託事業者選定実施要項

平成２２年５月２０日

（趣旨）

第１条 この要項は、独立行政法人国立高等専門学校機構学納金収納代行業務（以下「収

納代行業務」という ）について、業務運営の効率化を図るため、豊富な経験、実績、。

優れた業務遂行能力及び信頼性を有する民間業者のうち最も適した者を公募・企画競争

方式により透明性及び公平性を確保しながら選定し、その者に収納代行業務を委託する

ために必要な手続き（以下、この手続きを「公募・企画競争」という ）について定め。

るものとする。

（委託業務の範囲）

第２条 収納代行業務の委託範囲は、次に掲げる業務とする。

『 口座振替による学納金の収納代行業務及びそれに付随する業務 』

第３条 契約担当役は、収納代行業務委託を行うため、公募・企画競争による収納代行業

務受託事業者（以下「受託事業者」という ）の選定を厳正かつ公平に行うことを目的。

として、独立行政法人国立高等専門学校機構学納金収納代行業務受託事業者選定委員会

（以下「選定委員会」という ）を設置する。。

２ 選定委員会の組織、運営等については別に定める「独立行政法人国立高等専門学校機

構学納金収納代行業務受託事業者選定委員会設置要項 （平成２２年５月２０日制定）」

によるものとする。

３ 選定委員会の設置期間は、受託事業者を選定した後、契約担当役が当該受託事業者と

業務委託契約を締結し、受託事業者が委託業務を開始した時点までとする。

（公募・企画競争の参加募集）

、 （ 「 」 。）第４条 契約担当役は 独立行政法人国立高等専門学校機構 以下 高専機構 という

のホームページ（ ）及び本部事務局での掲示で閲覧に供する方法http://www.kosen-k.go.jp/
により、公募・企画競争に参加する事業者を募集する。

（公募・企画競争の参加資格）

第５条 公募・企画競争に参加しようとする事業者は、次に掲げる要件をすべて満たすも

のとする。

（１） 独立行政法人国立高等専門学校機構契約事務取扱規則（独立行政法人国立高等

専門学校機構規則第４１号）第４条及び第５条の規定に該当しないこと

（２） 東京都内に本店又は支店、若しくは営業所を有すること

（３） 平成１２年度以降に、単一の委託者から年１５万件以上の口座振替による収納

代行業務を受託している実績を有すること
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ただし、当該受託実績は１回の請求で６万件以上の振替を行う請求が含まれる

ものであること

（４） 法人税の未納税額がない事業者であること

（５） 経営状態が健全であること

（６） 不正または不誠実な行為がないこと

（公募・企画競争への参加申込）

第６条 事業者選定へ参加を申込む事業者（以下「参加申込事業者」という ）は、公募。

･企画競争方式参加申込書（以下「参加申込書」という （別紙様式１）を所定の期限。）

までに契約担当役に提出しなければならない。

２ 参加申込事業者は、第５条に規定する参加資格を有する証明として次に例示する書類

等を参加申込書に添付し、契約担当役に提出しなければならない。

（１） 会社概要（会社の経歴、本店、支店、営業所の所在が分かるもの）

（２） 契約書の写し（第５条（３）の要件を満たすことが証明できるもの１件、但し

社内規定、契約書上の守秘義務等により契約の相手方を明記することができず、

かつ契約書の写しを添付できないときは、明記できない理由、受託開始年月日、継

続受託年数、処理件数等を記載することにより、契約書の写しの添付を省略するこ

とができる）

（３） 納税証明書

（４） 直近の事業年度にかかる財務諸表類

（５） その他資格要件を満たしていることが証明できる書類

３ 参加申込書等の提出場所は、東京都八王子市東浅川町７０１－２高専機構財務課財務

システム係とする。

４ 参加申込書等は、公募・企画競争の参加募集に定められた提出期限までに提出しなけ

ればならない。

５ 参加申込書等の作成は日本語によるものとし、提出は持参又は簡易書留とする。

６ 参加申込書等の作成、提出に要する費用は、参加申込事業者の負担とする。

７ 参加申込書等の提出は、１参加申込事業者につき１件とする。

８ 提出された参加申込書等は、返却しないものとする。

９ 提出された参加申込書等は、公募・企画競争実施に必要な範囲内で複製を作成するこ

とがある。

１０ 提出された参加申込書等は、公募・企画競争の公平性、透明性及び客観性を期する

、 。 、 、ため 公表することがある この場合において 当該参加申込書等はその写しを作成し

使用することができるものとする。

（資格審査及び審査結果の通知）

第７条 契約担当役は、参加申込事業者から提出された参加申込書及び実績を証する書類

等を基に、参加申込事業者の公募・企画競争参加資格を審査する。

２ 契約担当役は、前項の審査の結果、参加申込事業者が公募・企画競争参加資格を有し

ないと認められる場合は、公募・企画競争方式参加資格審査結果通知書（様式２）の送付
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をもって、公募・企画競争への参加資格を認めない旨を通知する。

（参加資格を有しないと認められた参加申込事業者へ開示する事項）

第８条 契約担当役は、参加資格を有しないと認められた参加申込事業者から請求された

、 。場合に限り その者についてのみ参加資格を有しないと認めた項目名を書面で開示する

２ 前項の請求は、第４条で定める募集の掲示等において示す期限までに、書面をもって

契約担当役に対して行うものとする。

３ 請求の提出方法はファクシミリとする。

（公募・企画競争実施説明会）

第９条 契約担当役は、資格審査の結果、公募・企画競争への参加資格を有すると認めら

れる事業者（以下「参加事業者」という ）に対し、公募・企画競争実施説明会を実施。

する。

２ 契約担当役は 公募・企画競争実施説明会において 参加事業者に対し この要項 以、 、 、 （

下「実施要項」という ）及び次に掲げる項目を明記した独立行政法人国立高等専門学。

（ 「 」 。）校機構学納金収納代行業務受託事業者選定実施説明書 以下 実 施説明書 という

を貸与する。

（１） 公募・企画競争の名称

（２） 公募・企画競争の目的

（３） 業務概要内容及び契約期間に関する事項

（４） 業務提案書等の作成及び提出に関する事項

（５） 業務提案書等の審査及び受託事業者の選定に関する事項

（６） 受託事業者の決定結果の通知に関する事項

（７） 非選定理由の説明要求等に関する事項

（８） その他の必要事項

（業務提案書等）

第１０条 参加事業者は、実施要項及び実施説明書に従い、次に掲げる項目について、業

務提案書及び各資料（以下「業務提案書等」という ）を作成し、契約担当役に提出し。

なければならない。

（１） 会社内容に関する事項

ア 会社概要

イ 経営状況

（２） 収納代行業務に関する事項

ア 危機管理

イ 業務実施計画

ウ 個人情報保護

エ 受託実績

オ 業務引継
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（３）見積金額

ア 初期導入経費

ａ 口座確認料

ｂ その他

イ 振替手数料

ａ １件あたり（振替手数料 税別）

ｂ １件あたり（振替不能時の振替手数料 税別）

ウ 高専機構口座への振込手数料 （税別）

エ その他必要経費

ａ 基本料金

ｂ その他

（４）その他必要と認める事項

２ 契約担当役は、公募・企画競争実施説明会において、参加事業者に対し、仕様書等の

業務提案書作成に必要な資料等を貸与する。ただし、参加事業者は公募・企画競争終了

後、これらの資料等を速やかに契約担当役へ返還しなければならない。

３ 公募・企画競争に係る貸与資料の返還場所及び各書類の提出場所は、第６条３項に定

めた場所とする。

４ 業務提案書等は、実施説明書に定める提出期限までに提出しなければならない。

５ 業務提案書等は、原則としてＡ４判サイズの書類及び作成は日本語によるものとし、

所定の表紙（様式３ 、目次及び頁番号を付け、参加事業者の持参により提出しなけれ）

ばならない。なお、フロッピーディスク等電子装置に使用する記憶媒体での提出は認め

ない。

６ 業務提案書等の作成、提出に要する費用は、参加事業者の負担とする。

７ 業務提案書等の提出は、１参加事業者につき１件とする。

８ 提出された業務提案書等は、返却しないものとする。

９ 提出された業務提案書等は、選定に必要な範囲において複製を作成することがある。

１０ 提出された業務提案書等は、審査の公平性、透明性及び客観性を期するため、公表

することがある。この場合において、当該業務提案書等はその写しを作成し、使用す

ることができるものとする。

（質問の受付）

第１１条 契約担当役は、参加事業者から業務提案書作成等に係る質問を書面のみをもっ

て受付ける。

２ 業務提案書作成等に係る質問書は、実施説明書に定める提出期限までに提出しなけれ

ばならない。

３ 業務提案書作成等に係る質問書の提出方法は、ファクシミリとする。

４ 契約担当役は、参加事業者から第１項に規定する質問を受付けた場合、実施説明書に

定める回答日に参加事業者全員へファクシミリで回答する。
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（公募・企画競争の途中辞退）

第１２条 参加事業者は、申込から受託事業者の選定までの間において、申出により何時

でも公募・企画競争の参加を辞退することができる。

２ 公募・企画競争辞退の申出は、公募・企画競争方式参加辞退届（以下「参加辞退届」

という （様式４）を契約担当役あてに提出する方法により行うものとする。。）

３ 参加辞退届の提出方法は、ファクシミリとする。

（業務提案書等の審査）

第１３条 選定委員会は、参加事業者から提出された業務提案書等を、選定委員会の定め

る受託事業者を選定するための基準に基づき審査する。

２ 業務提案書等の審査は、会社内容に関する事項、危機管理、受託体制、受託実績、業

務引継、見積金額等について、提案の公募・企画競争の意図との合致、実現可能性、適

正な範囲内での効率性、他の方法との比較における優位性等を比較して行う。

３ 選定委員会は、ヒアリングが必要と認められるときは、その日時、場所、留意事項等

について参加事業者に別途通知し、ヒアリングを実施するものとする。

（受託事業者の選定及び報告）

第１４条 選定委員会は、審査を行った業務提案書等のうち、総合評価において最も得点

の高い提案を行った参加事業者を受託事業者として選定する。

２ 前項の総合評価において最も得点の高い参加事業者が２者以上あるときは、当該者の

中から次の順位で当該項目の得点の最も高い者を受託事業者として選定する。

（１） 危機管理

（２） 見積金額

（３） 業務実施計画

（４） 個人情報保護

（５） 受託実績

（６） 業務引継

３ 選定委員会は、公募・企画競争の選定結果を契約担当役に報告する。

（受託事業者の決定及び通知）

第１５条 契約担当役は、選定委員会から報告された選定結果に基づき受託事業者を決定

する。

２ 契約担当役は、受託事業者に決定した参加事業者に対し、速やかに受託事業者決定通

知書（様式５）により受託事業者に決定された旨を通知する。

（非選定結果の通知）

第１６条 契約担当役は、受託事業者に決定されなかった参加事業者に対し、速やかに非

選定結果通知書（様式６）により決定されなかった旨を参加事業者に通知する。
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（非選定とされた参加事業者へ開示する事項）

第１７条 契約担当役は、非選定とされた参加事業者から請求された場合に限り、その者

についてのみ総合評価得点及び順位を書面で開示する。

２ 前項の請求は、実施説明書に定める期限までに、書面をもって契約担当役に対して行

うものとする。

３ 請求の提出方法は、持参又簡易書留とする。

（委託契約）

第１８条 契約担当役は、受託事業者に決定した者と収納代行業務委託契約を締結する。

（委託契約期間）

第１９条 収納代行業務委託の受託事業者との契約期間は、平成２３年４月１日から平成

２８年３月３１日までとする。

（瑕疵がある場合）

第２０条 公募・企画競争において、参加事業者の提出書類若しくは提出期限又は申告内

容等に瑕疵があることが判明した場合は、その瑕疵について選定委員会で審議の上、参

加事業者の取扱いについて決定を行う。

２ 選定委員会は、必要に応じて前項の瑕疵について参加事業者に個別にヒアリングを行

うことができるものとする。

３ 契約担当役は、参加事業者の瑕疵が重大又は悪質であり、公募・企画競争の公正性及

び公平性を著しく損なう恐れがあると認める場合は、受託事業者の決定につき既に決定

した事項を取り消すことができる。

（失格条件）

第２１条 参加事業者及び受託事業者と決定した事業者に、次に掲げる事由が生じた場合

は、公募・企画競争の参加資格又は受託事業者の決定を取り消す。

（１）第５条に規定する公募・企画競争の参加資格のいずれかを欠くこととなった場合

（２）提出書類等の作成に係る不正行為が認められた場合

（次順位者の繰上げ）

第２２条 契約担当役は、受託事業者に委託契約を履行することができない何らかの事由

が発生した場合は、公募・企画競争において次順位以下となった参加事業者のうち、評

価等が上位であった者から順に業務委託についての交渉を行うことができるものとす

る。
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附 則

（施行期日）

１ この要項は、平成２２年５月２０日から施行する。

（要項の廃止）

２ この要項は、受託事業者が委託業務を開始した時点で廃止する。

（抜 粋）

独立行政法人国立高等専門学校機構契約事務取扱規則

独立行政法人国立高等専門学校機構規則第４１号

制 定 平成１６年４月 １日

一部改正 平成１８年２月２８日

（一般競争に参加させることができない者）

第４条 契約担当役は、会計規則第３２条に規定する契約を締結する能力を有しない者及

び破産者で復権を得ない者を一般競争に参加させることができない。

（一般競争に参加させないことができる者）

第５条 契約担当役は、次の各号の一に該当する者を、その事実があった後２年間一般競

争に参加させないことができる。これを代理人、支配人その他の使用人として使用する

者についても同様とする。

一 契約の履行に当たり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは

数量に関して不正の行為をした者

二 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し、若しくは不正な利益を得るた

めに連合した者

三 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者

四 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者

五 正当な理由がなくて契約を履行しなかった者

、 、六 前各号の一に該当する事実があった後２年を経過しない者を 契約の履行に当たり

代理人、支配人その他の使用人として使用した者

２ 契約担当役は、前項の規定に該当する者を入札の代理人として使用する者を競争に参

加させないことができる。


